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Ⅰ．日比関係の重要性

１．Strategic Partner ～地政学的重要性
➢ 南シナ海問題。 （2016年仲裁裁判所・中国主権主張却下）

➢ ドゥテルテ前政権下でODA、貿易、投資ともに日本が首位。

➢ ２プラス２会合（4/9）。途上国では3か国目。

➢ 「戦略的パートナーシップを更なる高みに引き上げる」

（2022年5月岸田総理・マルコス現大統領電話首脳会談）

２．安定した比政権基盤の誕生
➢ 史上最多得票率で大統領選に圧勝（5/9）。 国会も多数派安定。

➢ ミンダナオ和平プロセス、進展中。

３．親日国家
➢ 重要パートナー国調査 （5/25外務省発表、ASEAN各国での対日世論調査）

▪ フィリピン ： ①米57％、②日50％、③中27％

▪ ASEAN全体： ①中48％、②日43％、③米41％ 2
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Ⅱ．フィリピンの有望性・潜在力

❑マーケット・パートナーとしても
極めて有望な超重要国

“Comparative Advantages！”

➢ 域内最高の成長率

➢ 域内最優良の対外債務GDP比率

➢ 域内最多の外準

➢ 域内高位の民間格付け

➢ ASEAN第二の人口大国（しかも若い（平均年齢24～25歳））

➢ 廉価な労賃

➢ 安定した政権基盤

➢ New Normal／Withコロナ化の進展 3

ディオクノ財務大臣

メダーリャ中銀総裁



＜参考＞主要経済指標・他国比較

フィリピン インドネシア タイ ベトナム
c.f.

中国

GDP 成長率 (%) – 2021

2022 Proj.
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公的債務GDP比率 (%) (2021) 60.5 48.0 59.6 52.3 18.3

対外債務GDP比率 (%) (2021) 25.9 36.9 44.3 45.4 16.5

外貨準備高 (輸入月数) (2021) 10.2 8.0 10.2 3.9 13.3

Standard & Poor’s格付け BBB+

(Stable)

BBB

(Stable)

BBB+

(Stable)

BB+

(Stable)

A+

(Stable)

Moody’s格付け Baa2

(Stable)
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(Stable)

Baa1

(Stable)

Ba3

(Positive)
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(Stable)

Fitch格付け BBB

(Negative)

BBB

(Stable)
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(Stable)

BB

(Positive)
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(Stable)

(Source) IMF World Economic Outlook (April 2022), and Economic Intelligence Unit.
(Note) External debt includes both public and private debts.
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Ⅲ．フィリピンの課題・開発ニーズ
❑開発ニーズは膨大
（膨大なOpportunityと、環境整備後の有望性）

➢ 域内最低のインフラ整備（WEF 96/141位、IMD 57/64位）

➢ 域内最低の人間開発指数（HDI）（UNDP 116/191位）

➢ 域内最低のジニ係数・格差（世銀 42.3％）

➢ 世界最悪レベルの交通渋滞等、マニラの都市問題

➢ 頻発する天災への防災対策（台風、火山、地震等）

➢ ミンダナオ和平と社会安定への取組
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【参考】
▪ 日本政府協力方針重点三分野：

①持続的成長、②人間の安全保障、③ミンダナオ和平
▪ 予算管理大臣予算配分重点発言：

①教育、②医療、③社会保障、④インフラ、⑤農業



Ⅳ．まとめメッセージ

• 日本政府もJICAも重視、揺るぎない超重要国
（民間ビジネスの後押し・支援は当然）

• 比較優位も大きいフィリピンの有望性・潜在力

• 膨大な開発ニーズ
（膨大なOpportunity、環境整備後の投資優位性）

↓↓↓

注目すべき国・市場は、「フィリピン」！！

今こそ、「フィリピン」！！

JICAは「本腰」を入れています！ 6



＜参考＞民間連携事業の活用・メリット
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＜参考＞民間連携事業の報道事例
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＜参考＞比政府への申入れ報道事例
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Maraming Salamat Po !

Maligayang Pagdating,

Mabuhay !!

JICAフィリピン事務所
+63-2-8889-7119 

pp_oso_rep@jica.go.jp
40th Floor, Yuchengco Tower, RCBC Plaza

6819 Ayala Avenue, Makati City, Philippines
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次期駐日大使と

mailto:pp_oso_rep@jica.go.jp


＜参考／別添資料＞

以下、ご参考資料

Part１ フィリピンの現状

Part２ JICAのフィリピン向け協力

Part２－１ 持続的経済成長のための基盤の強化

Part２－２ 包摂的成長のための人間の安全保障の確保

Part２－３ ミンダナオにおける平和と開発
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Part１
フィリピンの現状
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太平洋
ルソン地方

ミンダナオ地方

ダバオ

マニラ

セブ

ビサヤ地方

南シナ海
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生産年齢人口

中国 インドネシア

フィリピン ベトナム

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

名目GDP (億ドル） 3,285 3,468 3,768 3,615 3,936

実質経済成長率（％） 6.9 6.3 6.1 ‐9.6 5.7

財政収支（GDP比、％） -2.1 -3.1 ‐3.4 ‐7.6 ‐8.6

経常収支(GDP比、%） -0.7 -2.6 ‐0.8 3.2 ‐1.8

外貨準備高（100万ドル） 81,570 79,193 87,840 110,117 108,794

為替（平均、ペソ／ドル） 50.4 52.7 51.8 49.62 49.25

インフレ率（%） 2.9 5.2 2.4 2.4 3.9

対外債務残高（GDP比、％） 22.3 22.8 22.2 27.2 27.0

＜主要マクロ経済指標＞

◼人口：1.09億人（2022年）
◼面積：29万9,404k㎡（日本の約8割）
◼一人当りのGNI：3,640ドル（2021年）
◼主要産業：農林水産業、サービス業

◼人間開発指数：107位(2020年)

◼貧困率：18.1％（2021年）
◼海外出稼ぎ労働者：約177万人（2020年）
◼失業率：5.7%（2022年）

＜ASEAN諸国のGDP推移比較＞
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マクロ基礎要件は堅調、コロナ影響から回復見込

◼ 信用格付会社:Fitch：BBB、S&P：BBB+、Moody’s：Baa2

◼ 海外出稼ぎ労働者からの送金 GDPの約1割（約299億ドル）（2020年)

雇用創出と貧困削減が課題
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大統領：フェルディナンド・マルコス
➢ 故マルコス大統領の長男、元上院議員

副大統領：サラ・ドゥテルテ
➢ ドゥテルテ元大統領の娘、前ダバオ市長

マルコス氏、サラ氏は選挙中から連携を表明。
首都圏のみならず、ビサヤ地方南部およびミンダナオ島と
広範囲からの支持を得て、史上最多得票率（マルコス氏
58.7％、サラ氏61.3％）を獲得。

■大統領選挙結果 大統領選における各州の最大得票者地図

ルソン地方

ビサヤ地方

マニラ首都圏
拡大図

ボンボン・マルコス

レニ・ロブレト

マニー・パッキャオ

ファイサル・マンゴンダト

ミンダナオ地方

■歴代政権の支持率（ネット）の変化 （※今後更新予定）

出典：Social Weather Stations

アキノ(母)
アキノ
(子)

ラモス エストラーダ アロヨ ドゥテルテ マルコス・ジュニア

マルコス夫妻
（1965-1986）

エドサ政変
１９８６年
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【ミンダナオ和平プロセス】
●バンサモロ自治政府樹立に向けたプロセス進展中
➢ 2018年7月：前大統領がバンサモロ基本法案に署名
➢ 2019年3月：バンサモロ暫定自治政府成立
➢ 2025年6月（予定）：バンサモロ自治政府樹立
➢ マルコス大統領は、和平プロセスに「完全かつ揺るぎないコミットメント」（8/12、9/15）

【外交】
●対米関係：自立姿勢→協調姿勢
➢ ドゥテルテ前大統領：米への依存減らし、自立した外交政策を志向。一方、訪問米軍
地位協定（VFA)の破棄の撤回等、関係改善の兆しもあり
➢ マルコス大統領：対米関係を重視する姿勢

●対中関係：対話は維持しつつも、領土等では毅然とした立場
➢ 選挙中：直接対話重視による親中姿勢との評
➢ 選挙後：対話重視は維持しつつ、領有権については毅然とした発言「1平方インチの
領土も渡さない」（7/25 BBM施政方針演説（SONA））
➢ 世論では反中感情が高まっており、中国による「債務の罠」へ警戒も多

【その他】
➢ 閣僚人事は、閣僚経験者や民間経験者を登用、経済界・市場等から高い評価
➢ 選挙後の世論調査：70％以上の国民が経済開発重視政策を期待
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2022年7月25日、マルコス大統領は就任後初となる一般施政方針演
説（SONA）を実施。言及された重点課題は以下の通り。

➢ 経済成長と財政運営：6.5％～7.5％の成長を達成するという目標を
掲げ、フィリピン開発計画2023-2028による貧困削減（2028年まで
に貧困率を1桁台に下げる）に取り組む。2024年までに上位中所得
国入りを目指す。また財務行政システムの改革、デジタルサービ
スへの課税を通し、徴税の強化と効率化を進める方針。

➢ 農業：貧困削減のカギは農業省の再編であるとし、大統領自ら農務相を兼務。投入財融
資、農業近代化、農業インフラ整備、収穫後処理支援、農作地の差配分に取り組む。

➢ 観光：「フィリピン・ブランド」の育成を通じたインバウンド観光増加による戦略的外貨獲得
を提唱。国際空港の建設やマニラ空港の混雑改善、道路網整備に力を入れ、道路省と
協同して観光インフラ開発に注力すると宣言。

➢ エネルギー：国内外からの投資呼び込みに不可欠な重要分野として、再生可能エネル
ギー開発の重要性を認めつつも、従来型のエネルギー開発にも並行して取り組む。また、
原子力発電所の建設に向けた再調査の必要性にも言及。

➢ 新型コロナ対策：厳しい外出・移動制限を再び行うことなく、追加ワクチン接種の推進や
医療提供体制の強化を行う。

➢ インフラ投資：鉄道等インフラ整備（「ビルド・ビルド・ビルド」）の継続と拡大を目指す。
（「ビルド・ベター・モアー（BBM）」
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フィリピン開発計画（PDP）
➢ 2016年10月策定の、2040年までの長期開発ビジョン「AmBisyon Natin 2040」(Our 

Vision) に基づく中期開発計画。
➢ ドゥテルテ政権下で初めてのPDP(2017-2022)を策定、開発計画の基礎となった。
➢ PDP 2023-2028は今後更新予定

【参考】PDP 2017-2022
➢ 「包摂的な成長，高いレベルの相互信頼と強靭性を備えた社会、競争力のあるナ
レッジ・エコノミー」の実現を目指す。

➢ 3本柱： ①社会構造強化、②不平等削減改革、③成長力向上
➢ 2022年の高中所得国入りを目標（実現せず）に、以下の経済指標を掲げていた。

2015年 目標

実質経済成長率 2015年：5.9% 2022年：7-8%

一人当たり所得の向上
（購買力平価ベース）

2015年：3,550ドル 2022年：5,000ドル

貧困率の引き下げ 2015年：21.6% 2022年：13-15%

地方部の貧困率削減 2015年：30% 2022年：20%

失業率削減 2015年：5.5% 2022年：3-5%

公共投資の加速 2016年：GDP比5.1% 2022年：GDP比7.4%
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【参考】「ドゥテルテノミクス」（2017年4月～2022年）
➢ 任期期間における、8.4兆ペソ（約18.5兆円）のインフラ投資
➢ 「ビルド・ビルド・ビルド」と題したインフラ開発計画
➢ PPPへの依存度を減らし、政府財源による公共投資と政府開発援助（ODA）に
よる借款を併用するハイブリッド方式に軸足を移した支援

➢ 「ビルド・ビルド・ビルド」の下、マニラ首都圏の地下鉄・鉄道事業や、空港、道
路整備等、多数のフラッグシッププロジェクト（ 2020年8月時点で104件）が計
画、立案された。（http://www.build.gov.ph/）

マルコス政権のインフラ投資政策
➢ドゥテルテ前政権のインフラ建設プロジェクト「ビルド・ビルド・ビ
ルド」を継続するだけでなく、「ビルド・ベター・モア」として積極
的な拡大の必要性を強調。

➢官民パートナーシップ（PPP）を活用することで、インフラ関連支
出をGDP比5～6％に引き上げ可能と説明。
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日比首脳会談（2017年10月）
➢ 「戦略的パートナーシップ」を更に強化するとし、以降5年間の二国間協力に関する日・フィリ
ピン共同声明を発出。

➢ ５年間で１兆円規模の経済支援（ODA・民間投資等）を表明。結果、 2022年2月時点で目標
を超える累積1.38兆円の支援を達成している。

日比経済協力インフラ合同委員会（全1２回）
➢ 上記支援枠組みのもと、日比政府間で詳細を議論する場として設置、過去計12回開催。

➢ 日本側：総理補佐官、比側：財務大臣をヘッドに関係閣僚・省庁が参加。インフラ整備、違
法薬物対策、ミンダナオ和平、治安・テロ対策といった重要課題への協力のあり方を議論。
2019年12月会合にては、以降5年間の円借款協力案件について合意。

➢ 新マルコス政権下においても継続予定。

■ドゥテルテ大統領訪日時の写真 ■安倍首相のフィリピン訪問時の写真
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コロナウイルス感染拡大状況・JICAの協力

感染状況と対応策の推移 新規感染者数：2,573人 (2022/8/31)

Lev4 Lev2 Lev1GCQECQ MECQ移動・行動制限
Lev3

2019/1/30 比国内初の感染者確認

3/24 新型コロナ対策法成・国家非
常事態宣言

3/24 外出・移動制限措置基準の設置

2021/9/16
外出・移動制限に新基準導入

2022/2/10 
ビザ無しでの外国人受け入れ再開

2020/3/19 全ての外国人へのビザ発給停止・入国禁止

2020/9/15 （円借款：500億円）
「災害復旧スタンド・バイ借款(Ⅱ)L/A調印

2021/7 （無償：6.9億円）
「新型コロナウイルス感染症危機対応緊急支援計画」G/A締結

2020/7 （円借款：500億円）
「新型コロナウイルス感染症危機対応緊急支援借款」L/A調印

2022/4/25 （円借款：300億円）
「新型コロナウイルス感染症危機対応
緊急支援借款（フェーズ2）」L/A調印

JICAによる協力実績

※併せて、感染症検査ネットワーク強化や、検査用機材、防疫・防護用資材供与、
ワクチン関連のコールドチェーン整備などを無償・技術協力支援を通じ支援。
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フィリピンにとっての日本

フィリピンへのODA 日本が第１位（二国間援助（2019年度））
輸出先 日本が第１位（シェア15.5％（2020年））
輸入先 日本が第２位（1位中国、に次ぎシェア12.8％（2020年））
直接投資 日本が第１位（シェア4.5％（2020年））
日比経済連携協定 フィリピンにとって二国間初
在比日本人数 約1.57万人（2021年）
日本人渡航者数 約14万人（2020年）
訪日フィリピン人数 約11万人（2020年）(前年比82.2％減）
日系企業数 1,502社（前年比4.3%増）（2017年）
在日フィリピン人数 約28.2万人（2020年）

両国間に大きな政治的懸案事項はなし。 活発な経済協力・貿易・投資関係を背景に、両国関係は極めて良好。

日本からフィリピンへの直接投資

出所：JETRO（百万ドル）
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日本の対フィリピン直接投資
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Part２
JICAのフィリピン向け協力
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（参考）2020・2021年度 対フィリピン支援実績

円借款

● 2020年度実績：約2,541億円（承諾額）

約1,397億円（貸付実行額）
2021年度実績：約2,533億円（承諾額）

約1,006億円（貸付実行額）
●2021年度までの承諾額累計:約3.6兆円

セクター別割合：

無償資金協力

●2020年度実績:3.09億円
2021年度実績:10.16億円

（贈与契約ベース、JICA実施分）
●支援分野:ミンダナオ支援、人材育成、防災
●承諾累計額:約2,454億円（～2021年度）

技術協力

●2020年度実績: 54.5億円
2021年度実績: 59.8億円

●支援分野: 運輸、環境、教育、防災、農業、
保健、ミンダナオ支援等
●2021年度までの累計金額:約2,717億円

電力
10%

運輸
50%

通信
1%

灌漑・治水・干拓
9%

農林・水産業 4%

鉱工業 5%

社会的サービ

ス
6% 商品借款等

15%

その他
0.10%

24



支援実績（２）

対フィリピンODA ディスバースメント額 （グロス、USD mil.）

フィリピンはJICAの重要・大口協力国

円借款累積承諾額 (2021年度末時点) (億円)

JICAはフィリピンにおけるトップ二国間ドナー

無償資金協力累積額 (2021年度末時点) (億円) 技術協力累積額 (2021年度末時点) (億円)

2015 2016 2017 2018 2020

第1位 日本 (593.5) 日本 (296.11) 日本 (357.56) 日本（562.5） 日本（498.47）

第2位
アメリカ
(289.9)

アメリカ
(280.01)

アメリカ
(161.68)

フランス
（123.59）

アメリカ
(128.28)

第3位 オーストラリア (98.38)
韓国

(68.63)
オーストラリア (53.74)

アメリカ
（122.19）

韓国
(72.96)

第4位
韓国

(50.11)

フランス
(67.63)

ドイツ
(44.33)

韓国
（64.92）

オーストラリア
（50.99）

第5位
ドイツ

(42.43)
オーストラリア (57.23)

韓国
(42.25)

オーストラリア
（53.62）

ドイツ
(30.85)

Source : OECD/Development Assistance Committee

2,447億円

3兆6,259億円

0 20,000 40,000 60,000 80,000

インド

インドネシア

フィリピン

中華人民共和国

ベトナム

0 1,000 2,000 3,000 4,000

ベトナム

中華人民共和国

タイ

フィリピン

インドネシア

2,716億円

0 500 1000 1500 2000 2500 3000

スリランカ

インドネシア

パキスタン

ミャンマー

フィリピン
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持続的経済成長のため

の基盤の強化

包摂的な成長のための

人間の安全保障の確保

ミンダナオにおける

平和と開発

重点分野 開発課題

●災害リスク軽減・管理

●農業生産性向上・高付加価値化

●セーフティネットの整備

●ミンダナオにおける平和と開発

（紛争影響地域における平和の定着）

国別開発協力方針（2018年4月）

●大首都圏の質の高いインフラ整備

●地方拠点開発に向けた質の高いインフラ整備

●産業振興・行政能力向上

●治安・テロ対策等を通じた法執行能力強化
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Part２－１
持続的経済成長のための基盤の強化
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スービック・クラーク・
ターラック高速道路

持続的経済成長の観点から，公共交通ネットワーク
の拡充，並びに成長回廊（スービック，クラーク，
マニラ，バタンガス）を主体とする大首都圏におけ
る交通ネットワークの拡充等による混雑緩和・物流
円滑化にかかる対策が不可欠。日本の経験・技術等
を活用した総合的な支援を展開。マニラ大首都圏等
において，運輸交通を中心とする質の高いインフラ
整備を支援する。

●主な協力内容
（１）マニラ首都圏の運輸交通ロードマップを策定
⇒2014年、比政府が鉄道新線・地下鉄建設、南北への都市圏
拡大等を提唱したロードマップを策定
⇒ドゥテルテ新政権下での運輸インフラ開発政策を踏まえ、
同ロードマップ更新支援調査を実施。

（２）インフラ整備
⇒鉄道・道路整備等を通じたマニラ首都圏及び近郊等の交
通ネットワークの強化

＜主な実施中の案件＞
• 軽量高架鉄道建設による公共交通の活用促進
• 南北通勤鉄道事業（マロロス‐ツツバン）
• マニラ首都圏地下鉄事業
• 首都圏鉄道3号線改修事業
• 南北通勤鉄道延伸事業
• 幹線道路バイパス建設事業（Ⅲ）
• 道路改良・保全事業
• 中部ルソン接続高速道路建設事業

日本の支援によって供与され
た軽量高架鉄道1号線車両

スービック港

バタンガス港

日系企業が進出している工業団
地が多く存在

マニラ

クラーク

• マニラ首都圏大量旅客輸送シス
テム拡張事業

• マニラ首都圏地下鉄事業
• 南北通勤鉄道事業(マロロス‐ツ

ツバン)
• 首都圏鉄道3号線改修事業
• 南北通勤鉄道延伸事業

• 幹線道路バイパス建設事業(Ⅲ)

• 道路改良・保全事業

• 中部ルソン接続高速道路建設事
業
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マニラ首都圏の持続的発展に向けた
運輸交通ロードマップ

◼ メトロマニラの3大都市問題

⚫ 交通混雑

⚫ 自然災害(洪水、地震、台風、土砂崩れ)

⚫ 住宅、スラム、スクォッター

◼ 都市構造の転換と地域開発

⚫ 都市構造を放射環状から梯子状に

⚫ 南北交通軸(高速道路と郊外鉄道)による地
域開発クラスターの一体化

⚫ 計画的な市街地の拡大(ニュータウン)

⚫ メトロマニラ既成市街地の改善・再開発

1

JICAが支援する主なプロジェクト

南北通勤線

メガマニラ地下鉄
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マニラ首都圏地下鉄事業（フェーズ1）

マニラ首都圏地下鉄事業
（フェーズ１）

マニラ首都圏において地下鉄を整備することにより、増加
する輸送需要への対応を図り、もってマニラ首都圏の深刻
な交通渋滞の緩和に資するとともに、大気汚染や気候変動
緩和に寄与するもの。総延長約60㎞の地下鉄整備計画の内、
中心部の約27kmをフェーズ1とする。

事業内容
・土木工事（本線（約27km）、研修センターを含む車
両基地）、鉄道システム、車両調達、コンサルティ
ング・サービス（2027年完工予定）

経緯
・借款契約（L/A）調印：2018年3月（第1期）、

2022年2月（第2期）
・部分開業区間：2019年2月契約締結
・鉄道システム：2021年12月契約締結
・車両：2020年12月契約締結
・その他土木工区：一部区間契約締結済み

フェーズ1

フェーズ2

フェーズ2

部分開業区間
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南北通勤鉄道（マロロス‐ツツバン）/延伸事業

地図データ : ESRI

マニラ首都圏と近郊を結ぶ「南北通勤鉄道」を北
方及び南方に延伸する鉄道を建設し、マニラ首都
圏及び近郊の交通ネットワークの強化と交通渋滞
の緩和を図り、もって同地の社会経済活動の活性
化に寄与するもの。

【ツツバン駅の完成予想図】

南北通勤鉄道

①南北通勤鉄道事業（マロロス‐ツツバン）
L/A調印： 2015年11月（第1期）、2022年度中

（追加借款）（予定）
距離：約38km（建設工事中）

②南北通勤鉄道延伸事業
L/A調印：2019年1月（第1期）
マロロス‐クラーク間距離

：約52km（詳細設計調査済、契約済）
ツツバン‐カランバ間距離

：約57km（詳細設計調査済、一部入札中）

南北通勤鉄道延伸事業
（約109km）

・2018年11月 1期E/N署名
・2019年1月 1期L/A調印

南北通勤鉄道事業
（ツツバン－マロロス間 約38km）
・2015年11月 E/N署名、L/A調印

マニラ首都圏地下鉄事業
フェーズ１（実線部分：約

25km）
・2017年11月 1期E/N署名
・2018年3月 1期L/A調印

クラーク

国際空港

マロロス

ツツバン

カランバ

首都圏鉄道3号線
（MRT3号線）改修事業

・2018年11月 E/N署名、L/A調印
凡例

南北通勤鉄道（マロロス-ツツバン）
マニラ首都圏地下鉄事業フェーズ1
南北通勤鉄道延伸事業
首都圏鉄道3号線改修事業
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メトロセブ都市交通システム
開発マスタープランプロジェクト

・メトロセブは人口約255万人
（2010年）を擁するフィリピン第2
の都市圏。人口は2050年に約500万
人になると予測されており、急激な
都市化、人口増加による道路交通渋
滞等が顕在化している。

・JICAは2015年に「メトロセブ持続
可能な環境都市構築のためのロード
マップ策定支援調査」の結果に基づ
き、都市交通分野をより詳細に検討
するマスタープラン調査を開始。

フィリピン第2の都市圏であるメトロセブにおいて、

（1）交通混雑解消に向けた都市交通マスタープランを策定
（都市公共交通、交通管理、道路ネットワークの構築等）

（2）優先事業リストを作成し、個別案件の事業化を促進
（2017年7月～2019年3月終了）

メトロセブ

32



セブーマクタン橋及び沿岸道路建設事業

セブ都市圏の渋滞緩和のため、国際空港や日系企業
の工場等が立地するマクタン島と都市圏中心地であ
るセブ市が位置するセブ島を結ぶ橋梁（道路橋）及
び同橋梁に接続するバイパス機能を持った沿岸道路
を整備するもの。

セブ都市圏の交通混雑解消に向けた都市交通インフラ
マスタープランを策定（都市公共交通、交通管理、道
路ネットワークの構築等）する中で、優先事業の一つ
として提案されたもの。2020年6月E/N、L/A調印。
橋梁3.3km、沿岸道路4.9kmを整備する。
• 協力準備調査開始 2018年12月

終了 2019年12月
• 詳細設計実施中（2028年完工予定）

メトロセブの将来交通ネットワークと主要優先プロジェクト（案）

セブーマクタン橋完成イメージ

渋滞する市内交通の様子

セブ-マクタン橋
（第四橋）

（本事業対象）
全長約3.3㎞

沿岸道路
（本事業対象）

全長約4.9㎞
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ダバオ市インフラ開発計画策定・管理能力
向上プロジェクト

ダバオ

都市開発マスタープランのあり方
（赤字は事業開始時のダバオ市の状況）

都市の将来像は示されているが
将来フレームは全市人口のみ

地区ごとの市街地整備量は不明

都市インフラ整備量は不明

フィリピン第3の都市であるダバオ市において，（１）都市インフラ開発マスタープランの策定（分野：公共交
通，道路，上下水道，防災（河川、雨水），廃棄物等）及び（２）実施機関である国家経済開発庁とダバオ市の
都市インフラ開発計画の調整，策定，評価，実施に係る能力強化を行うもの。（2017年1月～2018年5月終了）
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ダバオ市バイパス建設事業

ミンダナオ島南ダバオ州ダバオ市において、同市の南
端部と中央部にかけてバイパス道路を建設することに
より、増加する交通量への対応及び市内の交通渋滞の
改善並びに同市を核とするミンダナオ島最大の経済圏
内の物流改善を図り、もってミンダナオ島の経済発展
に寄与する。

事業内容
•バイパス道路の4車線、約30km（橋梁とト
ンネルを含む）の新規建設、コンサルティン
グサービス（2024年1月完工予定）

経緯
•借款契約（L/A）調印：2015年8月（第1
期）、2020年6月（第2期）
•パッケージI-1：契約済。
•パッケージI-2：入札中。
•パッケージI-3：入札中。

パッケージI-1

パッケージI-2,3
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高規格道路網開発マスタープランプロジェクト（フェ
ーズ２）

フィリピン全国を対象に（１）高規格道路網開発マスタープランの策定（全国高規格道路網ネットワーク整
備計画、事業実施プログラムの策定等）、及び、（２）2040年を目標年次とする優先事業を選定し、プレ
F/Sを実施する。（2019年2月～2021年8月終了予定）

【優先案件】
第２サンファニコ橋

【優先案件】
ブツアン産業道路

【優先案件】
中央ミンダナオ高

規格道路

◼ フィリピンの道路分野における課題

• 都市部あるいは市街化の進んだ地域における慢性
的な交通渋滞等

• マニラ首都圏等の経済拠点と地方都市間の貧弱な
交通ネットワーク等

◼ 高規格道路網開発マスタープランプロジェクト
メトロマニラ、メトロセブ、ダバオの3都市を対象に高規
格道路網マスタープランを策定。
（2009年4月～2010年）
◼ 高規格道路網開発マスタープランプロジェクト
（フェーズ２）

全国を対象に、高規規格道路網マスタープランを策定。
地方へのアクセス改善、地方振興を図ると同時に、緊
急輸送路・ネットワーク・リダンタンシーを確保。
（2019年2月～2021年8月）

【優先案件】
セブ外環道路

全国高規格道路網開発マスタープランHSH-1プジェクト（案）
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中央ミンダナオ高規格道路整備事業
（カガヤン・デ・オロ－マライバライ区間）

ミンダナオ島の主要都市であるカガヤン・
デ・オロ市とダバオ市を結ぶ中央ミンダナ
オ高規格道路のうち、カガヤン・デ・オロ
市－マライバライ市区間を整備すること
により、道路インフラの走行性の改善を
図り、もって両都市の連結性強化及び周
辺地域の経済活性化に寄与するもの。

【主な経緯】
• 2019年2月:高規格道路網開発マスタープラン
プロジェクト（フェーズ２）開始

• 2019年12月:本事業について、短期的に整備
すべき優先事業として日比政府間で合意

• 2020年4月:比側より協力準備調査の正式要請
• 2020年8月:協力準備調査開始

現在協力準備調査実施中。

事業対象区間
（延長約65km）

ミンダナオ島

ダバオ市

カガヤン・デ・オロ市

マライバライ市

マライバライ市

カガヤン・デ・オロ市

円借款対象想定区間
（約16km）
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治安・テロ対策等を通じた法執行能力強化
（海上安全分野）

フィリピン

最近の海上安全に係る人材育成
１．PCGに対する技術支援
（１）「海上法令執行実務能力強化支
援」(2013年～2016年)

PCGの海上法執行に係る海上訓練体
制の確立，海上訓練の実施能力の強化，
海上法執行に係る地域協力推進
（２）「海上法執行にかかる包括的実
務能力向上支援」(2016年～2019年)
PCGの海上法執行に係る海上訓練指
導員の育成，船舶運用・維持管理訓練
の策定，海上法執行係る地域協力促進
（３）「フィリピン沿岸警備隊船舶運
用整備計画・海上法執行能力強化プロ
ジェクト」(2019年～2023年)
PCG内での船舶運用・整備計画の制
度化，海上法執行訓練の実施，海上法
執行係る地域間協力の強化
２．専門家派遣
海上保安行政専門家(2006年～13

年)

多目的船の供与
（１）円借款「フィリピン沿岸警備隊海上安
全対応能力強化計画」（2013年度：187.32
億円）：40m級の多目的船10隻を供与する
もので、2018年8月までに全10隻供与済。
（２）円借款「フィリピン沿岸警備隊海上安
全対応能力強化計画（フェーズⅡ）」（
2016年度：164.55億円）：新造の大型多目
的船2隻を供与するもので、2022年6月まで
に全2隻供与済。

海上保安関連施設・機材等の供与
（１）無償資金協力「海上保安通信システム強化計
画」(2007年度E/N署名，6.09億円）
・PCG本庁と各管区本部間等の通信システムを構築
（２）無償資金協力「沿岸警備通信システム強化計
画」(2014年度E/N署名，11.52億円)
・PCGの通信システムや航行監視システムを整備
（３）有償資金協力「フィリピン沿岸警備隊スービ
ック湾地域拠点整備事業」（2024年E/N・L/A調印
予定）
・PCGの船艇運用・係留施設等を整備

海難救助セミナー

マレーシア
インド
ネシア

ベトナム

◆我が国は海洋国家であり，一貫して海洋における「法の支配」による地域の安定を重視。
◆こうした観点から，これまでもフィリピン沿岸警備隊(PCG)に対し，ＯＤＡによる海上安
全分野での支援をハード・ソフト面で着実に実施。

（１）多目的船の供与
（２）海上保安関連機材等の供与（通信システムや船舶航行監視システム等の構築支援）
（３）海上安全保障に係る能力向上のための人材育成（専門家派遣及び研修の実施）

供与した40m級の多目的船
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フィリピン沿岸警備隊スービック湾地域拠点整備事業

2023年第3四半期 ：協力準備調査完了（P）
2024年第1四半期 ： E/N・L/A調印（P）

【今後の予定】

フィリピン沿岸警備隊（PCG）はマニラに所在する
本庁を拠点に活動しており、近年人員及び船艇の大
幅な機能拡大を図っている。しかし、PCGはその活
動拠点の制約により十分に機材や人員資源を活用で
きておらず、増加するニーズに応えられていない。
本事業は、フィリピン沿岸警備隊のスービック湾地
域拠点（船艇運用・係留施設等）を整備することに
より、同沿岸警備隊の業務遂行能力向上を図り、も
ってスービック湾地域を含むフィリピン全体の海上
安全の強化や治安改善に寄与するもの。

2022年 2月：フィリピン政府が事業候補地特定(*)。
(*) PCG拠点候補地は左図星印が示す通り
2022年 6月：協力準備調査開始（キックオフミッション
派遣）
2022年 8月：協力準備調査コンサルタント派遣開始
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Part２－２
包摂的な成長のための人間の安全保障の確保

40



上：パッシグ・マリ
キナ川河川改修事業

左下：ダム放流に関
する洪水予警報能力
強化プロジェクト

右下：水分野に関す
る技術セミナー

オルモック
洪水制御事業

洪水・地震津波・火山災害等に関する日本の経験を活か
した防災に係る政策実施のノウハウ共有、災害リスク軽
減のための施設機材整備を推進。維持管理・住民への災
害情報伝達に関する自治体の能力向上が課題

●主な支援内容

（１）比国の防災政策・制度のさらなる強化の支援
（２）マニラ首都圏の河川改修等、主要都市部の洪水制

御支援
（３）災害被災地の復旧・復興支援、および洪水制御を

含む防災対策支援
（４）災害情報の向上に係る、観測(気象・河川水位・

地震・津波・火山)や予警報発令体制の拡充・強
化に向けた支援

（５）本邦の防災関連技術（洪水制御、砂防、海岸浸食
も含む）の導入・活用支援

（６）地方自治体による防災教育の制度改善、実施能力
強化

上左：防災教育の一環として地域のハイリスクエリアを特定
上右：災害体験を纏めた小学生向けハンドブック 41



パッシグ・マリキナ川河川改修事業
フェーズ（IV）

マニラ首都圏において、パッシグ・マリキナ川の河
川改修及び可動堰等の建設を実施することにより、
フィリピンにおける政治、経済、文化の中核である
マニラ首都圏中心部の洪水被害の軽減を図るもの。

円借款により河川改修
を行った、パッシグ・マリ
キナ川の様子。
護岸建設や予警報シス
テムの設置等、日本の
防災技術が活用されて
いる。

事業対象区間

フェーズI~III：完了済

フェーズIV
・L/A調印： 2019年1月
・マリキナ川下流・中流の河川（約8km）の改修
（護岸建設・改修等）：入札済
・マリキナ堰の建設、水門の建設・架け替え：入札準備中
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マニラ首都圏主要橋梁耐震補強事業

本事業対象橋梁位置関係図

マニラ首都圏内の幹線道路上の2橋梁（ガダルペ橋
およびランビンガン橋）について、耐震性向上のた
めの架け替え及び補強を行い、マニラ首都圏内の交
通・運輸ネットワークの強靭性及び輸送機能の強化
を図るもの。

「大規模地震被害緩和のための橋梁改善調査プ
ロジェクト（マスタープラン）」の中で提案さ
れた2橋梁を対象としている。

2015年8月 L/A調印
追加借款について2020年1月E/N締結、3月L/A
調印済み。
2022年7月企業説明会を開催。再公示準備中。
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パラニャーケ放水路整備事業協力準備調査

マニラ首都圏においてパラニャーケ放水路を建
設することにより、ラグナ湖沿岸地域の浸水被
害の軽減を図り、同地域及びマニラ首都圏の生
活・生産基盤の安定や被災後の早期回復に寄与
するもの。

・対象地域（プロジェクトサイト）

マニラ首都圏及びバコール市

・協力準備調査

2021年2月～実施中

・事業内容（案）

(１) 土木工事：パラニャーケ放水路建設（国際
競争入札（タイド））

(２) コンサルティング・サービス：（ショート
・リスト方式）

（詳細設計、入札補助、施工管理、非構造物対
策計画策定・実施支援、環境管理・モニタリン
グ補助、住民移転支援・モニタリング、カウン
ターパートへの技能訓練等）
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フィリピンにおける農林水産業は国内の就労人口割合では約
30％である一方、GDPベースでは約10％のシェアに留まる。
貧困を削減し、全ての人々が恩恵を受けるインクルーシブな
開発を進めるためには、農林水産業、周辺産業従事者の所得
向上が必要。農業生産・生産性の向上とともに、農産物収穫
後ロスの削減や付加価値向上に資する農産品の加工や流通改
善等、バリューチェーン構築支援が必要。

●主な支援内容
（１）インフラ整備

農業生産基盤となる灌漑、農道、収穫後処理施設等の整備、運営
維持管理の改善

（２）営農強化
営農技術普及組織の能力強化、営農技術普及

（３）コミュニティ開発
農業協働組合、水利組合等の農民組織強化

（４）金融アクセス改善
アグリビジネス企業、農民組織等への融資を通じた金融アクセス
改善（HARVEST)

（５）フードバリューチェーン改善
生産～消費に至るまでのバリューチェーン改善（市場志向型生産
システム構築、収穫後ロス削減、価格形成プロセス構築支援等）

（６）日本の中小企業等海外展開支援
非伝統農産品の生産・加工等、日本の中小企業の技術・製品を用
いたフィリピンの開発課題解決

アフリカからの稲作普及員へ営
農の技術指導を行うフィリピン

人技術者

ボホール灌漑事業で整備したマ
リナオダム

日本の中小企業のIT技術を用い
た

農産物流通システム
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保健医療については、感染症対策を含め，貧困層が十分に
裨益するよう留意しつつ地域に根ざした保健医療支援を実
施し、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ達成を支援する
。薬物対策については，違法薬物使用者の再使用防止等を
中心とする支援を行う。国内産業振興、とりわけ製造業の
育成については、産業界と大学等の教育機関との連携を促
進し、産業人材の育成を支援する。
●主な支援内容
（１）違法薬物使用者治療強化支援
（２）保健医療サービス支援(感染症対策含)
（３）産業人材育成

違法薬物使用者治療強化計画

フィリピン保健省の実施する違法薬物使用者治療政策に
関し、治療施設の建設、運営ガイドラインの改善、啓発
活動の拡大に要する資金を供与するもの。
実施期間；2017年度～2022年度（予定）

2017年4月GA調印

リハビリセンター完成予想図

結核対策アドバイザー

潜在性結核治療ガイドライ
ンに関するNational 
Consultation Meetingの様
子

SATREPS狂犬病プロジェ
クト

ブラカン州で行われた予
防接種実施者向け研修の
様子
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Part２－３
ミンダナオにおける平和と開発

47



協力内容：ミンダナオにおける平和と開発

道路整備

北岡理事長（当時）と
MILF中央委員会メンバー

人材育成支援

IMT（国際監視団）への
JICA職員派遣

ミンダナオ紛争影響地域(オ
レンジ部分)：
ミンダナオ島中部及び西部
を中心に指定されており、
住民の多数がイスラム教徒。
ミンダナオの他地域と比べ

開発が遅れている。

カガヤン
デオロ市

ダバオ市

ジェネラルサ
ントス市

コタバト市

ミンダナオ島：面積10.2万平方キ

ロ （北海道と四国を併せた大き
さ）、人口約2,200万人。

●2006年、日本政府はミンダナオの平和と安定に資する

“J-BIRD”を発表し、紛争影響地域に対する重点的な支援を開

始。同地域は農業に適した肥沃な土地や、豊富な地下資源を

有するなど、開発のポテンシャルは高い。

●2018年7月、バンサモロ基本法成立。2019年1～2月には、

自治領域確定のための住民投票を実施。2025年のバンサモロ

自治政府設立に向け、2019年3月、バンサモロ暫定自治政府

が設立。

●これまでの日本の協力の成果を最大限に生かし、和平プロセ

スの進展に呼応させるよう、人材育成やインフラ整備を含む

包括的な協力を実施する方針。

【 2021年度 JICAの主な協力】

<有償>

・紛争影響地域道路ネットワーク整備事業で詳細設計を支援

・ガバナンス及び営農支援に係る技プロでフェーズ2を開始

<無償>

・マラウィ市に復旧・復興支援計画でサブプロジェクトを承認

<技術協力>

・BTAアドバイザー２人の派遣を開始

<基礎情報収集・確認調査>

・コタバト市の広域都市開発計画策定に係る調査を実施

・コミュニティの課題・ニーズに関する調査を実施 48



ミンダナオ紛争影響地域道路
ネットワーク整備事業

ミンダナオ紛争影響地域において、都市間幹線道路
への接続道路等の新設・改修を実施することにより、
交通・物流の円滑化及び地域内外との連結性強化を
図り、もって同地域の経済活性化及び貧困削減、並
びに平和の定着に寄与するもの。

2019年6月 L/A調印（ドル建て借款）
・都市間幹線道路への接続道路の新設・改修
・融資対象はサブプロジェクト2・7・8・9、及
びマラウィ市内道路フェーズ3。

※サブプロジェクト1・6については、有償勘定
技術支援で詳細設計を支援。
※マラウィ市内道路のうち緊急性の高い区間に
ついては、2018年5月にG/A締結の財政支援無
償「マラウィ市及び周辺地域における復旧・復
興支援計画」にて舗装・改修。
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ミンダナオ和平プロセスに対する平和構築支援

（2025年予定）2025 50
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